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本稿では，学部創設以来，学部の事業として展開された社会・意識調
査データベースSORD（Social and Opinion Research Database Pro-
ject）作成事業の立ち上げ期からの10年間の活動を総括する．この期の
成果を挙げると，日本社会学会会員が1980年以降に実施した社会調査の
データベースを構築して報告書として配布すると共にインターネット上
で公開したこと，その結果，社会調査の概要を把握できるようになった
こと，社会調査分野のデータベースやデータ・アーカイブに関する議論
が活発化したこと，調査データの作成とデータの利用について地道に議
論を重ねたことにより，当初からの懸案であったデータ生産者とデータ
利用者の間にあった対立的な捉え方を越えた議論ができるようになった
ことである．
本稿では，最初に本事業を立ち上げた背景について述べ，次に本事業
で実施した社会調査に関する調査，収集した調査のデータベース化とそ
の公開，そして活発になってきた社会学分野のデータベース活動との連
携，最後に10年間の成果と新たな展開に向けた模索について述べる．
１．構想と事業の立ち上げ
社会・意識調査データベース作成事業は，
1991年４月の社会情報学部の創設に際し，
「社会調査と情報系の研究者が集まって全国
的な共同研究を進めよう」という田中 一学
部長の発案で学部事業として創まった．「社会
調査のデータベースを構築しながら，データ
（調査個票を含む）の作成・蓄積・管理・提供
についての基礎的な研究を行うとともに，
データの収集と利用の拡大をはかる」ことを
目標に掲げていた．ここで本事業を立ち上げ
るに至った背景について簡単に紹介してお
く．
その当時，日本世論調査協会（マスコミや
民間の調査機関や大学等の研究者が会員）が
データライブラリーの設立をめざした活動を
行っていたが，大学等ではこのような動きは
なかった（米国ではfundを得て行った調査
は結果報告書を作成した後にデータ・アーカ
イブ等を通してデータを公開することが義務
付けられていると聞いていたが，日本におい
てはそうではなかった）．とは言え，研究者個
人や研究室レベルで社会調査のデータを蓄積
する試みはいくつか行われてはいた．しかし，
データベースの継続的な構築には至っていな
かった．従って，大学等の研究者が実施した
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社会調査で生み出されたデータは研究者の手
元だけに置かれていたことになる．また，社
会調査の所在情報などを収集した収録集のよ
うなものも存在してはいなかった．つまり，
当時は「誰がどこでどんな調査を行っている
のか」，「調査でどのようなデータが得られた
のか」，「過去に実施された類似する調査の項
目にはどのようなものがあるのか」といった
ことを知りたくても，それらの情報を簡単に
入手することは困難であった．学会や研究会
での人のつながりなどを頼りに時間をかけて
必要な資料を探し回る必要があったのであ
る．
一方，欧米に目を向けると，1960年頃から
数カ国でデータ・バンクが設立されており，
1970年代後半には国際的な協力機関も設立
されている．1976年には，欧州社会科学調査
データ資料委員会CESSDA（Committee of
 
European Social Science Data Archives），
そして1977年には社会科学調査データや資
料の収集組織の国際連合IFDO（Interna-
tional Federation of Data Organization）が
設立されている．これ以降，この２つの国際
機関が国際協調の全ての役割を担っており，
IFDOは政策決定を担当し，CESSDAはデー
タ・パンクの運営と協力の実質的問題を扱っ
ている（新國，1996a：25）．IFDOには16カ
国，25機関が加盟しているが，日本で加盟し
ている機関は皆無であった．日本においても
いくつかの試みが行われていたことを考える
と，社会調査データの蓄積とその利用につい
て，その意義が全く認められてこなかった訳
ではない．
しかしながら，データベース化はうまく進
んでこなかった．（新國，1996a：25）で述べ
ているが，これについてはデータベースの意
義を提唱したのが，データの生産者（調査実
施者）ではなく，データの利用者であったこ
とも影響していると言われている．私達の構
想はこの疑問を解明することから始まった．
そこで浮かび上がってきたことは，次のよう
なことであった．〝データベース化においては
調査データの生産者すなわちデータ提供者が
重要な役割を担っているがそのことが十分に
理解されていなかった，調査データの生産者
がデータを生産すること，提供することに対
して業績として評価していくという積極的な
動きもなかった，調査データの生産者と利用
者の聞に相互の協力関係が形成されず，逆に
両者の聞に不信感が生まれ大きな溝が出来て
しまいその後の取り組みを難しくした，デー
タベース化の仕事は大変な労力を必要とする
が，業績につながらないため敬遠された"（新
國，1996a：25-26）．このような状況を打開す
るためには，データ生産者がデータを提供す
ること，データ利用者がそのデータを利用す
ることについて，双方がその意義を確認し合
い，そのために解決しなければならない問題
について率直に議論する場が必要であった．
このような中で，〝データを提供した者同士
が相互にデータを利用し合い，データベース
の作成と利用について基礎的な研究を行いな
がら実際にデータベースを作り上げていく"
という構想が生まれたのである．本事業の創
始者である田中 一の言葉を借りるならば，
「データベース活動はデータの生産者・データ
ベース作成者・データ利用者の三者の緊密な
協力があって始めてその持続的な展開が可能
になる．ともすればデータの生産者とデータ
の利用者との聞の関係が弱くなりがちなの
で，私達のデータベース活動は相互にデータ
を利用しようという考えを基本の理念として
出発する」，こうして本事業はスタートした．
そして，社会調査を行っている研究者と情報
系の研究者で「社会・意識調査データベース
研究会」を結成し，協働して本事業に向き合
うことになった．
本事業の当初の参加者は，直井 優氏（大
阪大学人間科学部），盛山和夫氏（東京大学文
学部），小島秀夫氏（茨城大学教育学部），真
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鍋一史氏（関西学院大学社会学部），松本 康
氏（名古屋大学文学部），宇田川拓雄氏（北海
道教育大学函館分校），本学部から田中 一，
新國三千代，小内純子の計９名であった．そ
の後，原 純輔氏（東北大学文学部）など新
たな参加者や人の入れ替わりがあり，2000年
度までの本事業参加者は学外研究者９名，本
学部教員８名で合計17名にもなる．その中で
も，直井氏，盛山氏，小島氏，原氏は本事業
の中心的存在として最後まで関わりを持ち，
本事業を推進された．本事業において４氏が
果たした役割は非常に大きいものがある．ま
た，真鍋氏は海外のデータライブラリーや
データ・アーカイブに関する有用な情報を提
供してくださり，本事業を進める上で大変参
考になった．
1991年度は準備体制を整える準備期間で
あった．1992年度からは年１回本学において
「社会・意識調査データベース」ワークショッ
プ（以下，SORD WSと記す）を開催し，本
事業の体制作りや活動方針，データ収集・公
開・利用についての計画と作業について討議
をしながら進めていくことになった．
なお，本事業の名称は何度も変更になって
いる．1992年は「社会・意識調査データベー
ス研究会」という名称であったが，1994年か
らは「社会・意識調査データベース作成委員
会」に，1996年からは「社会・意識調査デー
タベース作成プロジェクト」へと名前を変え
ている．これは科学研究費の申請や学部の奨
励金を受けるための形式的な名称変更で，組
織体制としては当初から変わってはいない．
２．社会調査に関する調査の実施と社
会・意識調査データベース（SORD）
の構築
1992年８月に第１回のSORD WSを本学
で開催し，本学の教員３名と学外の社会調査
分野の研究者６名で「社会・意識調査データ
ベース研究会」を結成して本格的な活動を開
始した．詳細は（新國他，1993）に記載して
いるが，活動方針と体制作り，データの収集・
公開・利用について具体的な作業の確認や意
見交換が行われ，申し合わせを行っている．
また，実際に各自が実施した調査データ（調
査票，個票をデータ化した素データ，コード
表，調査の概要，報告書，報告リスト）を持
ち寄り，データベース化する上で検討すべき
課題について具体的な議論を行った．さらに，
社会・意識調査の実施状況を把握するために
日本社会学会会員が実施している社会調査に
関する全国調査を実施することにした．
1993年７月に日本社会学会会員2,428名
を対象に，1980年以降に行った調査に関する
郵送調査を実施した．調査項目は，調査の名
称，調査実施者名，実施年月日，対象分野，
調査の概要，調査対象，回収状況，個票や素
データの保存形態，素データの公開可能性で
ある．これは協力を呼びかけるための情報収
集も意図していた．303名の研究者から832
件の回答が寄せられたが，素データの公開に
ついて「可」と回答した者が116名で調査件
数は226件（回答調査数の約33％）であった．
これは私達の予想を超える数字であった．回
答された調査概要情報は，提供者の許可を得
てCARD型データベースソフトでデータ
ベース化した．その当時，社会学分野におい
てはまだデータベースの利用は一般的ではな
かったため，10月の第２回SORD WSにお
いて，蓄積された調査概要の全内容を含む報
告書「日本の社会・意識調査⑴―얨日本社会
学会会員による1980年以降の社会・意識調査
―얨」（新國他編，1994）を印刷して回答者会
員に配布することにした．これは，調査回答
の単純集計結果，索引（回答者，分野別の代
表者），調査概要（個票）の三部構成からなる
670頁の報告書であった．このような報告者
が初めて作成されことにより，日本社会学会
会員が実施している社会調査の状況が明らか
になった．この成果を元に，次年度の文部省
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の科学研究費補助金「研究成果公開促進費
（データベース）」を申請することにした．こ
れに際して，社会・意識調査データベースの
英語名称をSocial and Opinion Research
 
Database（略称SORD）とした．
その後，1994年度，1995年度，1997年度に
「研究成果公開促進費（データベース）」が採
択され，日本社会学会会員が実施した調査の
追調査と調査の概要情報の収集・蓄積を継続
しながら，「日本の社会・意識調査⑵―얨日本
社会学会会員による1980年以降の社会・意識
調査―얨」（新國他編，1995），「日本の社会・
意識調査⑶―얨日本社会学会会員による
1980年以降の社会・意識調査―얨」（新國他編，
1997）を発行して回答者に配布した．この報
告書⑴～⑶は合わせると回答者数407名，調
査件数1,144件で1,000頁を超える．その後
も順次提供される調査概要情報を蓄積してい
る．また，約150名の回答者が約300件の調
査の素データを公開「可」と答えていること
から，SORD WSにおいて，素データの収集
の準備と素データ作成フレームワーク作り
（新國他，1996b），データを作成する上での問
題，素データを蓄積するデータベースシステ
ムの構築などについての技術的な討論が活発
に行われた．素データを収集するに際し，新
國は比較的大規模な調査を継続的に実施して
いる研究者を訪問し，データを公開する際に
問題と感じていることを伺った．詳細は（新
國，1996a：31-33）で述べているが，データ
の一人歩きやその対処の難しさ，素データの
整理の大変さ，データ利用教育の不十分さ，
利用者への対応，被調査者のプライバシー保
護や調査拒否の問題などが指摘された．当時
は，社会調査に関する倫理規約やデータ利用
ルールなども作成されていなかったからであ
る．また，社会調査を実施するという労力を
要さない二次データ処理の専門家が増えるこ
とで調査研究の実証的知見蓄積が止まり，日
本の社会科学が衰退するのではないかと心配
する研究者もいた．これらの問題は，社会調
査の研究者が社会学会と連携して，研究や教
育活動の中で解決していくべき課題である
が，素データの公開を想定し，SORD WSに
おいてもその対応を具体的に検討している
（新國他，1998：209-211）．
３．社会・意識調査データ ベース
（SORD）のインターネット上での
公開
1997年度，情報提供者から要望が出された
ことから，前述した報告書⑴～⑶に掲載され
た調査概要情報をWWW でインターネット
から閲覧できるようにホームページの作成作
業を開始した．WWW とは，World Wide
 
Webの略語で，世界中のサーバで公開されて
いる情報をインターネットのWebページと
して閲覧することができる仕組みである．掲
載に際して，掲載の方針やインターネット上
での公開方法，掲載項目等を記載した「社会
調査概要情報のWWW 掲載・閲覧要領」（新
國他，1998：213）を作成し，情報提供者の承
認を得た調査概要情報のみをWebページ上
で検索・閲覧できるようにした．約300名の
730件の調査概要情報が検索・閲覧可能に
なった．検索機能はファイルメーカーProを
利用して実現した．1998年８月からSORD
ホームページの運用を開始したが，当初は，
素朴なWebページ で あった．内 容 は，
「ニュース」「更新情報」「SORDプロジェクト
の紹介」「蓄積情報の概要：過去10数年間の
日本における社会調査の実施状況」「調査概要
の閲覧」「調査概要情報の提供依頼」「公開中
の調査データ」「関連するURL」「交流の広場」
「事務局から」であった（新國他，1999）．こ
の後に実施された社会調査については，郵送
による追調査ではなく，SORDホームページ
から調査の概要情報の提供を依頼する形に
なった．
素データの公開に際しては，SORD WSに
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おいて素データのコピーや悪用に対する対
応，被調査者のプライバシーの保護，素デー
タ利用の教育，素データの作成手順と方法等
について検討し，「社会・意識調査データベー
ス（SORD）利用規定」，「調査データの公開に
関する承諾書」，「利用申請書」を作成して掲
載した（新國他，1999）．素データの公開にお
いてはデータ提供者の労に負うところが非常
に大きいので，ここで論じている第쑿期
（1991～2000）の時代枠を超えて提供されたも
のも含めて感謝の意を表する意味で，公開し
ている調査データを表１に示しておく．
ところで，素データの利用はそもそも頻繁
に発生するものではないが，５年おきに行わ
れていた「青少年の性行動全国調査」第２回
（1981）～第７回（2011）の調査が公開されて
からは，利用申請件数が一挙に増えた．本章
の年代枠を超えるが，2002年～2015年の本調
査データの利用申請件数は55件にもなる．実
際に研究等で利用され，その結果の論文も作
成されており，調査データの再利用の有用性
も示されたと考えることができる．
2000年度には，新たに加わった本学の教員
中澤氏によりSORDホームページが刷新さ
れ，しゃれたデザインになった．掲示板を開
設し，読者とのコミュニケーションを活発化
するためのコンテンツも充実した．また，
SORDホームページの英語版も作成され，ア
クセスは飛躍的に伸びて２万件を超えた．調
査概要情報を閲覧する際には最初一度利用登
録をする形になっていたが，登録者は約800
名で大学や研究所に所属する大学院生・学生
および研究者が76％を占めていた．その内，
大学院生・学生は約60％，教員・研究者が約
20％で，海外からのアクセスも3.5％あった．
SORDホームページはその後刷新され，現在
は第３版になっている웖웋웗．ホームページの開
設により，SORDの社会的認知度は一層高
まったと言える．
表１ SORDで公開されている調査データ
データ提供者 調査の名称 実施年
原 純輔 第２回青少年の性行動全国調査（JASE81） 1981年05月
原 純輔 第３回青少年の性行動全国調査（JASE87） 1987年11月
原 純輔 第４回青少年の性行動全国調査（JASE93） 1993年11月
原 純輔 第５回青少年の性行動全国調査（JASE99） 1999年11月
原 純輔 第６回青少年の性行動全国調査（JASE05） 2005年11月
原 純輔 第７回青少年の性行動全国調査（JASE2011） 2011年10月
稲葉昭英
例題用データ収集のための調査（教育用データとしてダウンロー
ド可能）
1996年02月
岩本健良 職業と生活に関する意識調査 1991年11月
小島秀夫 高校教師の社会意識と教育意識に関する調査 1996年01月
小島秀夫 婦人の生活実態と意識に関する調査 1989年
小島秀夫 新興住宅住民の意識変容過程の研究 1986年
日本家族社会学会 家族と夫婦関係に関する調査 1997年10月
盛山和夫 生活構造に関する調査研究 1979年
松本 康 余暇活動と生活意識についてのアンケート 1986年10月
廣井 脩
阪神・淡路大震災における住民の対応と災害情報の伝達に関する
調査（芦屋市，宝塚市）
1995年03月
廣井 脩
阪神・淡路大震災における住民の対応と災害情報の伝達に関する
調査（神戸市・西宮市）
1995年08月
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４．社会学分野のデータベース活動と
の連携
本事業が進展する中で，社会学分野のデー
タベース活動が活発になる．例えば，日本社
会学会の文献目録データベース作成や日本家
族社会学会の取り組み，その他研究機関の取
り組みなどがある．1997年には東京大学社会
科学研究所に日本社会研究情報センターがで
き，SSJDA（Social Science Japan Data
 
Archive）というデータ・アーカイブが設立さ
れた．専任スタッフと運営費がつき，社会調
査データの収集と整理，データベース収録と
公開，利用者への提供，利用者支援の活動を
本格的に開始した．この年10月に，東京大学
社会科学研究所の発案で「データアーカイブ
連絡協議会」が発足し，SORDプロジェクト
も参加することになる．協議会の活動内容は，
データの保存と活用に関する情報交換，デー
タの保存と活用に関する社会的啓蒙，データ
の保存と活用の促進に結びつく活動である．
1999年には佐藤博樹氏（東京大学社会科学研
究所）からICPSRへの参加依頼があり，参加
することになる．2000年12月に東大社会科
学研究所付属日本社会研究情報センターから
発行された「社会調査の公開データ」（佐藤博
樹他編，2000：245）において，日本国内にお
けるデータ・アーカイプの一つとしてSORD
が紹介された．SORDプロジェクトは日本に
おけるこれらの活動と連携をとりながら将来
の進む方向を模索することになる．
なお，大谷信介氏等による「社会調査への
アプローチ―얨理論と方法―얨」（大谷信介
他，1999）においてもSORDが紹介されてい
ることを補足しておく．
５．新たな展開に向けた模索と10年
間の成果
本事業が一段落した1998年頃から本学で
開催するSORD WSやシンポジウムでは，素
データの収集や利用，データ・アーカイブ，
調査実習の教育のあり方，今後のSORDの方
向性といったテーマを設定するようになる．
1998年３月の第６回SORD WSは，東京大
学社会科学研究所と合同で開催したが，テー
マは利用者の立場から〝素データの教育・研
究における活用の意義や利用方法と課題"，素
データを作成・蓄積する立場から〝素データ
を整理作成する上での課題"であった．東京
大学社会科学研究所からは，SSJDAの紹介
（松井 博氏），「戦後日本の労働調査」のデー
タベース化（仁田道夫氏），マイクロデータの
入手と教育・研究への活用（佐藤博樹氏）に
ついて報告があった（新國他，1998：211-
212）．1999年３月の第７回SORD WSでは，
家計経済研究所の「NSFH及び消費生活に関
するパネル調査の素データ配布システムと研
究者の組織化について」（永井暁子氏）の報告
など研究・教育における素データの利用を中
心に討論が行われた．いずれも実際の素デー
タの作成や提供，利用に関わる報告でSORD
の将来を考える上で大変参考になった．
この頃，素データの収集や素データの利用
の促進についての議論が盛んに行われたが，
素データの収集の大変さやそもそもデータ利
用は頻発するものではないことから，その後
の方針として，〝素データそのものではなく，
その他の調査情報（調査概要情報，調査票，
コードブック，データ概要（単純集計，クロ
ス表），報告書，分析結果，研究論文）を収録
して公開する方がもっと大きな意味が有るの
ではないか，SORDは調査情報に関する総合
的なライブラリをめざすべきではないか"（盛
山和夫氏）といった議論が活発に行われた（佐
藤，1999）．この時期，本事業が実施した調査
で収集した調査票が250件ほど蓄積されてい
たので，これを画像データとしてマルチメ
ディアデータベース化することも検討されて
いた．
2000年３月のSORD WSでは，SORDの
維持とシステムのあり方，質的データのデー
165쑿．立ち上げ期（1991～2000）：構想立案・事業立ち上げから継続事業化に向けてVol.25 No.1-2
タベース化の有用性，公開データを増やすた
めの方策，集積された調査の分析など高度な
データベース利用の可能性などについて議論
があった．また，SORD独自のサービスの充
実として，ホームページ上での情報取得に関
する相談コーナーや各種レクチャーページの
開設などの提案もあった．これらは，ホーム
ページを刷新した中澤氏によりホームページ
上で実装された．さらに，社会調査実習等の
教育利用サンプルデータベースの有益性も議
論され，稲葉氏により教育用として自由にダ
ウンロードして利用できる調査データ（表１）
も公開された．
本稿の年代枠から外れるが，2001年10月
に学部創設以来，学部企画として毎年実施し
ていた「第11回 社会と情報に関するシンポ
ジウム」が，「調査情報の生成・蓄積・活用」
をテーマに開催された．これは本事業で次の
目標を模索している時期に実施されたシンポ
ジウムである．テーマは「SORDプロジェク
トの現状と課題」（新國，2001），「文化資源学
の創設をめざして」（原 純輔，2001），「デー
タアーカイブと社会科学研究」（佐藤博樹，
2001），「社会調査データベースと書誌学的想
像力」（佐藤健二，2001）であった．このシン
ポジウムはSORDのその後につながる示唆
に富む内容であった．
最後に，SORDの立ち上げから10年間の
成果をまとめると，日本社会学会会員が1980
年以降に実施した社会調査のデータベースを
構築して報告書として配布すると共にイン
ターネット上で公開したこと，その結果，社
会調査の概要を把握できるようになったこ
と，さらに社会調査分野のデータベースや
データ・アーカイブに関する議論が活発化し
たことが挙げられる．さらに，調査データを
利用することの意義やそのために解決しなけ
ればならない問題等についてSORD WSや
シンポジウムで具体的な議論を重ねてきたこ
とにより，当初からの懸案であったデータ生
産者とデータ利用者の間にあった対立的な捉
え方を越えた議論ができるようになったこと
も成果の一つと考えている．
新たな研究課題として，SORDに蓄積した
調査の調査票等の調査資料や成果報告書など
を収録するマルチメディアデータベース構築
について議論されたが，これは規模が膨大過
ぎて実現はしなかった．しかし，北海道で実
施された調査に焦点を当てた新たな試み，例
えば北海道の社会調査データを網羅的に収録
し，調査データや資料等を利用可能にすると
いう研究は，쒀章で示される通り，中澤氏の
もとで北海道に根ざしたデータ・アーカイブ
の構築という形で新たな展開をみせることに
なる．
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SORDの事業は，これに関わった学外およ
び学内の方々の10年以上にも亘るご協力と
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⑴ 現在のSORDホームページ
http://sord-svr.sgu.ac.jp/
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